
消防手数料の減免に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市消防手数料条例（平成１２年川崎市条例第３４号。

以下「条例」という。）第５条に規定する手数料の減免に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（適用） 

第２条 条例第５条第１項第３号に規定する市長が免除を適当と認めるときと

は、次に定めるとおりとする。 

（１）川崎市火災調査に関する規程（平成７年３月２７日消防局訓令第５号）

第１０１条に規定するり災の証明書の交付をするとき。 

（２）川崎市救急業務実施規程（平成２３年３月２５日消防局訓令第９号）第

４９条に規定する救急搬送の証明書の交付をするとき。 

（３）その他消防局長（以下「局長」という。）が免除の必要があると認める

とき。 

２ 条例第５条第２項に規定する災害により市長が必要と認めるときとは、地

震、津波等により市内の広範囲が甚大な被害を受け、市域又は区域に「災害

救助法」（昭和２２年法律第１１８号）が適用された場合又はそれと同等以

上の被害があると認められた場合で、次の各号のいずれかに該当するときと

する。 

（１）災害復旧のため消防法第１０条第１項ただし書の規定により指定数量以

上の危険物を仮に貯蔵し、又は取り扱うとき。 

（２）その他局長が減免の必要があると認めるとき。 

（減免の申請） 

第３条 手数料の減免を受けようとする者は、原則として口頭によりその旨を



申し出なければならない。 

２ 前項の申し出をするときは、必要に応じて関係書類を提出又は提示しなけ

ればならない。 

（減免額） 

第４条 条例第５条第２項の規定により手数料を減免するときは、次の各号に

掲げる申請の区分に応じ、当該各号に定める割合により行う。 

（１）第２条第２項第１号の規定に該当するもの 規定手数料の全額 

（２）第２条第２項第２号の規定に該当するもの 局長が定める割合 

（委任） 

第５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、局長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月３０日から施行する。 


